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　３年前に始まったコロナ禍とそれに伴うテレワークの急速な普及が、

長らく「メンバーシップ型雇用」を続けてきた日本企業を、いよいよ

「ジョブ型雇用」に大きく転換させるだろうという報道や記事をよく目

にする。

　メンバーシップ型雇用は長く日本が主流としてきた雇用体系で、職務

や勤務地を限定することなく新卒で正社員を一括採用し、長期にわたっ

て雇用するシステムであり、一方のジョブ型雇用は、企業が、職務内容・

勤務地・時間などの条件を明確化して就業者と雇用契約を結び、就業者

が契約の範囲内で働く仕組みと一般に定義される。仕事の内容は限定的

で、専門性が必要とされる。

　テレワークのように上司が部下の働きぶりを直接目にすることができ

ない状況では、職務内容が明確であり、時間内に成果を出してくれれば

それを評価できるジョブ型雇用の方が適しているという説明は確かに納

得できる。

　さらに、この証券アナリストジャーナルを読んでいる証券アナリスト

の皆さんは、専門性が極めて高く（職務内容の明確性が高い）、周囲か

らはジョブ型雇用の先頭を走る集団とみなされがちであり、実際そうで

あると思う。

　今後、国内において一層ジョブ型雇用が進んでいくためには、ジョブ
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